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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　２端子構造の可変抵抗素子の両端に電圧パルスを印加して前記可変抵抗素子の抵抗特性
を変化させる可変抵抗素子の抵抗制御方法であって、
　前記可変抵抗素子は、製造後の初期状態において、同一極性の電圧パルスの印加時間の
経過とともに、抵抗値が初期抵抗値から大きく変化せず略一定の第１抵抗変化状態と、抵
抗値が所定のピーク値に向かって変化する第２抵抗変化状態と、抵抗値が前記ピーク値か
ら前記初期抵抗値に向かって逆方向に変化する第３抵抗変化状態を順番に呈する可変抵抗
特性を有し、
　前記可変抵抗素子に対して第１パルス印加時間の書き込み電圧パルスを印加して前記可
変抵抗素子の抵抗特性を書き込み抵抗特性とし、前記第１パルス印加時間より長い第２パ
ルス印加時間の前記書き込み電圧パルスと同極性の消去電圧パルスを印加して前記可変抵
抗素子の抵抗特性を消去抵抗特性とするモノポーラスイッチング動作が可能な可変抵抗状
態に、前記可変抵抗素子を形成するためのフォーミング工程を有し、
　前記フォーミング工程において、前記第２のパルス印加時間より長い第３のパルス印加
時間で前記書き込み電圧パルスと同極性の単一または複数のフォーミング電圧パルスを前
記初期状態にある前記可変抵抗素子に前記第１抵抗変化状態、前記第２抵抗変化状態、及
び、前記第３抵抗変化状態を順番に呈するように印加して、前記可変抵抗素子を前記初期
状態から前記可変抵抗状態へ変化させることを特徴とする可変抵抗素子の抵抗制御方法。
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【請求項２】
　前記第３のパルス印加時間を調整して前記フォーミング工程後の前記可変抵抗素子の抵
抗値を制御することを特徴とする請求項１に記載の可変抵抗素子の抵抗制御方法。
【請求項３】
　前記フォーミング工程において、前記フォーミング電圧パルスを少なくとも前記可変抵
抗素子が前記第２抵抗変化状態から前記第３抵抗変化状態に変化するまで印加することを
特徴とする請求項１又は２に記載の可変抵抗素子の抵抗制御方法。
【請求項４】
　前記フォーミング工程において、前記フォーミング電圧パルスの印加を、前記第３抵抗
変化状態において前記可変抵抗素子の抵抗値が前記初期抵抗値に戻る手前で終了すること
を特徴とする請求項３に記載の可変抵抗素子の抵抗制御方法。
【請求項５】
　前記初期抵抗値が低抵抗状態であり、
　前記ピーク値が前記初期抵抗値より高抵抗状態であり、
　前記書き込み抵抗特性が高抵抗特性を示し、
　前記消去抵抗特性が低抵抗特性を示すことを特徴とする請求項１～４の何れか１項に記
載の可変抵抗素子の抵抗制御方法。
【請求項６】
　前記書き込み電圧パルスの印加電圧の絶対値が、前記消去電圧パルスの印加電圧の絶対
値より高いことを特徴とする請求項１～５の何れか１項に記載の可変抵抗素子の抵抗制御
方法。
【請求項７】
　前記可変抵抗素子は、Ｐｒ１－ｘＣａｘＭｎＯ３（０＜ｘ＜１）を２つの電極間に挟持
した２端子構造であることを特徴とする請求項１～６の何れか１項に記載の可変抵抗素子
の抵抗制御方法。
【請求項８】
　２端子構造の可変抵抗素子を有するメモリセルを備えてなる不揮発性半導体記憶装置で
あって、
　請求項１～７の何れかに記載の可変抵抗素子の抵抗制御方法の前記モノポーラスイッチ
ング動作と前記フォーミング工程における前記書き込み電圧パルスと前記消去電圧パルス
と前記フォーミング電圧パルスを前記メモリセルの前記可変抵抗素子の両端に印加可能な
電圧パルス印加回路を備えていることを特徴とする不揮発性半導体記憶装置。
【請求項９】
　前記メモリセルの前記可変抵抗素子に対し前記フォーミング工程が実行され、前記モノ
ポーラスイッチング動作が可能であることを特徴とする請求項８に記載の不揮発性半導体
記憶装置。
【請求項１０】
　前記メモリセルが、前記可変抵抗素子と非線形素子の直列回路により構成されているこ
とを特徴とする請求項８または９に記載の不揮発性半導体記憶装置。
【請求項１１】
　前記メモリセルが、前記可変抵抗素子とダイオードの直列回路により構成された２端子
構造であることを特徴とする請求項８または９に記載の不揮発性半導体記憶装置。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、２端子構造の可変抵抗素子を備えた不揮発性半導体記憶装置に関し、特に、
可変抵抗素子の両端に電圧パルスを印加して可変抵抗素子の抵抗特性を変化させる抵抗制
御方法に関する。
【背景技術】
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【０００２】
　近年、情報を何時でも、何処でも入手して、自由に携帯する時代になりつつある。携帯
電話やＰＤＡ（個人向け携帯型情報通信機器）に代表されるモバイル機器の普及により、
場所や時間を気にせず様々な情報にアクセスすることが可能になっている。しかしながら
、モバイル機器の電池寿命、情報へのアクセススピード等、モバイル機器の性能はまだ充
分とは言えず、その性能向上への要求は際限がない。特に、電池寿命はモバイル機器の使
い勝手を決める主要な性能の一つであり、そのためにモバイル機器の構成要素に対する低
消費電力化が強く求められている。
【０００３】
　そのキーデバイスの一つとして、不揮発性半導体メモリが益々重要になっている。モバ
イル機器は、アクティブな動作状態では論理機能を実行する論理回路の消費電力が支配的
であるが、スタンバイ状態ではメモリデバイスの消費電力が支配的となる。このスタンバ
イ状態での消費電力がモバイル機器の電池駆動時間の長時間化において重要になってきて
いる。不揮発性半導体メモリを用いることで、スタンバイ状態においてメモリデバイスへ
電力を供給する必要がなくなるため、スタンバイ状態での消費電力を極限まで小さくする
ことが可能である。
【０００４】
　不揮発性半導体メモリには、フラッシュメモリ、ＦｅＲＡＭ（Ｆｅｒｒｏｅｌｅｃｔｒ
ｉｃ　Ｒａｎｄｏｍ　Ａｃｃｅｓｓ　Ｍｅｍｏｒｙ）等、既に実用化されているものが多
いが、これらは高速性、書き換え耐性、消費電力等の点に関して、各特性がトレードオフ
の関係を有しており、全ての要求仕様を満たす理想的な不揮発性半導体メモリに対する研
究開発が行われている。
【０００５】
　既に新しい材料を用いた不揮発性半導体メモリが幾つか提案されており、下部電極と金
属酸化物と上部電極の積層構造を有し、下部電極と上部電極の間に電気的ストレスを印加
することで下部電極と上部電極間の電気抵抗特性が可逆的に変化する可変抵抗型の不揮発
性記憶素子（可変抵抗素子）を備えてなるＲＲＡＭ（Ｒｅｓｉｓｔａｎｃｅ　Ｒａｎｄｏ
ｍ　Ａｃｃｅｓｓ　Ｍｅｍｏｒｙ、シャープ株式会社の登録商標）はその有望な候補の一
つである。ＲＲＡＭは、高速性、大容量性、低消費電力性等、そのポテンシャルの高さか
ら、その将来性が期待されている。
【０００６】
　下記の非特許文献１に、ＲＲＡＭに用いられる可変抵抗素子として、Ｐｒ１－ＸＣａＸ

ＭｎＯ３（０＜ｘ＜１、 以下「ＰＣＭＯ」と略称する）等のマンガンを含有する酸化物
からなるペロブスカイト型結晶構造を有する超巨大磁気抵抗（ＣＭＲ：ｃｏｌｏｓｓａｌ
　ｍａｇｎｅｔｏｒｅｓｉｓｔａｎｃｅ）や高温超伝導（ＨＴＳＣ：ｈｉｇｈ　ｔｅｍｐ
ｅｒａｔｕｒｅ　ｓｕｐｅｒｃｏｎｄｕｃｔｉｖｉｔｙ）を示す材料に電圧パルスを印加
することで抵抗値の変化することが詳述されている。
【０００７】
　上記可変抵抗素子の具体的な抵抗変化特性として、縦軸に抵抗値、横軸にパルス印加回
数をとり、膜厚１００ｎｍのＰＣＭＯに±５Ｖの電圧を１００ナノ秒のパルスを印加した
ときの抵抗値の変化を図２１に示す。パルス印加により、抵抗値が１ｋΩと１ＭΩの間で
変化し、３桁に及ぶ大きな抵抗値の変化が１００回以上可逆的に起こる。更に、上記可変
抵抗素子は、縦軸に抵抗値、横軸に４Ｖ、５ナノ秒のパルス印加回数を取ると、パルス印
加回数に応じて抵抗値が段階的に変化することが図２２に示されおり、低抵抗状態（例え
ば１ｋΩ以下）と高抵抗状態（例えば１００ｋΩ以上）の２つの状態だけでなく、その間
で任意の抵抗状態にすることが可能である。そのため、例えば１０ｋΩから１ＭΩの間で
、例えば、図２３に示すような範囲で抵抗値を４つの状態に分けることで多値化が可能で
あり、ビットコストの低減が可能となる。このような可変抵抗素子をメモリセルとして用
いてメモリセルアレイを構成することで、理想的な高速で大容量の不揮発性半導体メモリ
が実現できると期待されている。
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【０００８】
　上記特性のＲＲＡＭを更に大容量化する場合、下記の非特許文献２に開示されているよ
うに、メモリセルアレイを基板表面に対して垂直方向に積層することにより単位面積当た
りの記憶容量を増大させ、１ビット当たりの製造コストの低減を図ることが可能になる。
非特許文献２に開示されている３次元半導体記憶装置は、メモリセルアレイを縦方向に基
板表面に対して垂直方向に積層し３次元構造とした１回のみ書き込み可能なＯＴＰ型の不
揮発性記憶装置である。ワード線とビット線の交差点上に記憶素子を配置したクロスポイ
ント型のメモリセルアレイを垂直方向に積み重ねて４層構造としたものである。
【０００９】
　非特許文献２では、記憶素子を構成する膜の材料に多結晶シリコンを使う。１ビット当
たりのメモリセル面積は４Ｆ２である。ここで、“Ｆ”は使用する製造プロセスで規定さ
れる最小設計寸法を示す。このメモリセル面積は、同じ設計ルールのフラッシュメモリと
等しい。ところが、上記３次元半導体記憶装置は、メモリセルアレイが４層構造をとるた
め、実効的なセル面積は４Ｆ２の４分の１の１Ｆ２となる。このため、製造コストをフラ
ッシュメモリに比べて低減できる。メモリセルアレイを構成する各メモリセルは、「アン
チヒューズ」と呼ばれる状態変化部とダイオードからなる選択部を直列に接続して形成さ
れ、このメモリセルの各端部をワード線とビット線に夫々接続した構造を有する。アンチ
ヒューズはシリコン酸化膜からなり、ダイオードはＰ型シリコンとＮ型シリコンを積層さ
せて形成する。データの記憶には、メモリセルに電圧を印加したときのアンチヒューズの
抵抗変化を利用する。アンチヒューズは、初期状態で高い絶縁状態にあり、閾値電圧以上
の電圧が印加されると導通状態に変化する。一旦導通状態になったアンチヒューズは絶縁
状態に戻らないため、書き込みは１回しか行えない。ダイオードの役割は、選択メモリセ
ルを流れる電流が回り込むのを防ぐことにある。
【００１０】
　このような３次元メモリセルアレイ構成でＲＲＡＭを実現する場合、書き換え回数が増
加し使用用途が広がるが、ダイオードが整流特性を持つため、正負両極性の電圧を使用し
てデータの書き換え（書き込みと消去）を行うことができない。そのため、非特許文献３
に示すような、メモリセルの可変抵抗素子（ＲＲＡＭ素子）にデータの書き込みまたは消
去のために印加する各電圧パルスのパルス幅を変化させることによって書き込みと消去を
区別して書き換えを行うモノポーラスイッチング動作を用いることで、整流特性を備えた
メモリセルとクロスポイント型メモリセルアレイ構造を用いた大容量の電気的に書き換え
可能な不揮発性半導体記憶装置が実現可能になる。
【００１１】
【非特許文献１】Ｚｈｕａｎｇ，Ｈ．Ｈ．他、“Ｎｏｖｅｌ　Ｃｏｌｏｓｓａｌ　Ｒａｎ
ｄｏｍ　Ａｃｃｅｓｓ　Ｍｅｍｏｒｙ（ＲＲＡＭ）”，ＩＥＤＭ，論文番号７．５，２０
０２年１２月
【非特許文献２】Ｆｅｎｇ　Ｌｉ他、“Ｅｖａｌｕａｔｉｏｎ ｏｆ ＳｉＯ２ Ａｎｔｉ
ｆｕｓｅ ｉｎ ａ ３Ｄ－ＯＴＰ Ｍｅｍｏｒｙ” 、ＩＥＥＥ Ｔｒａｎｓａｃｔｉｏｎｓ
 ｏｎ Ｄｅｖｉｃｅ ａｎｄ Ｍａｔｅｒｉａｌ Ｒｅｌｉａｂｉｌｉｔｙ Ｖｏｌ．４ Ｎ
ｏ．３ （２００４） ｐｐ．４１６－４２１
【非特許文献３】Ｉ．Ｇ．Ｂａｅｋ他、“Ｈｉｇｈｌｙ　ｓｃａｌａｂｌｅ　ｎｏｎ－ｖ
ｏｌａｔｉｌｅ　ｒｅｓｉｓｔｉｖｅ　ｍｅｍｏｒｙ　ｕｓｉｎｇ　ｓｉｍｐｌｅ　ｂｉ
ｎａｒｙ　ｏｘｉｄｅ　ｄｒｉｖｅｎ　ｂｙ　ａｓｙｍｍｅｔｒｉｃ　ｕｎｉｐｏｌａｒ
　ｖｏｌｔａｇｅ　ｐｕｌｓｅｓ”、ＩＥＤＭ　Ｔｅｃｈｎｉｃａｌ　Ｄｉｇｅｓｔ、ｐ
ｐ．５８７－５９０、２００４年１２月
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１２】
　しかし、可変抵抗素子に対して上述のモノポーラスイッチング動作を可能とするには、
製造後の初期状態にある可変抵抗素子にフォーミング電圧パルスを印加して、モノポーラ
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スイッチング動作可能な可変抵抗状態を形成する必要がある。例えば、上記非特許文献３
では、製造後の初期状態において絶縁状態にある可変抵抗素子内にフィラメントのような
電流パスを形成するため、書き込み及び消去動作より高電圧のフォーミング電圧パルスを
用いている。
【００１３】
　しかしながら、初期状態からモノポーラスイッチング動作可能な可変抵抗状態に遷移さ
せる場合のフォーミング電圧パルスの印加条件と、その後の可変抵抗状態の抵抗特性との
関係等に関する詳細な検討が未だ十分になされていないのが実情であり、フォーミング電
圧パルスの印加後のモノポーラスイッチング動作における書き込み及び消去に係るパルス
印加条件は、サンプル毎の特性に応じて適切な条件を設定しなければならない。
【００１４】
　本発明は、上記問題点に鑑みてなされたものであり、その第１の目的は、２端子構造の
可変抵抗素子をモノポーラスイッチング動作可能な可変抵抗状態にするためのフォーミン
グ電圧パルスの印加条件に基づいて適正なモノポーラスイッチング動作を可能とする可変
抵抗素子の抵抗制御方法を提供する点にあり、第２の目的は、安定且つ適正な抵抗変化特
性でのモノポーラスイッチング動作可能な可変抵抗素子を備えた不揮発性半導体記憶装置
を提供する点にある。
【課題を解決するための手段】
【００１５】
　上記第１の目的を達成するための本発明に係る可変抵抗素子の抵抗制御方法は、前記可
変抵抗素子は、製造後の初期状態において、同一極性の電圧パルスの印加時間の経過とと
もに、抵抗値が初期抵抗値から大きく変化せず略一定の第１抵抗変化状態と、抵抗値が所
定のピーク値に向かって変化する第２抵抗変化状態と、抵抗値が前記ピーク値から前記初
期抵抗値に向かって逆方向に変化する第３抵抗変化状態を順番に呈する可変抵抗特性を有
し、前記可変抵抗素子に対して第１パルス印加時間の書き込み電圧パルスを印加して前記
可変抵抗素子の抵抗特性を書き込み抵抗特性とし、前記第１パルス印加時間より長い第２
パルス印加時間の前記書き込み電圧パルスと同極性の消去電圧パルスを印加して前記可変
抵抗素子の抵抗特性を消去抵抗特性とするモノポーラスイッチング動作が可能な可変抵抗
状態に、前記可変抵抗素子を形成するためのフォーミング工程を有し、前記フォーミング
工程において、前記第２のパルス印加時間より長い第３のパルス印加時間で前記書き込み
電圧パルスと同極性の単一または複数のフォーミング電圧パルスを前記初期状態にある前
記可変抵抗素子に前記第１抵抗変化状態、前記第２抵抗変化状態、及び、前記第３抵抗変
化状態を順番に呈するように印加して、前記可変抵抗素子を前記初期状態から前記可変抵
抗状態へ変化させることを第１の特徴とする。
 
【００１６】
　尚、本発明において、可変抵抗素子に印加される電圧パルスのパルス印加時間は、電圧
パルスが複数回に分散して印加される場合には、累積的なパルス印加時間を意味する。従
って、特に断らない限り、パルス印加時間は累積パルス印加時間を意味する。
【００１７】
　上記第１の特徴の可変抵抗素子の抵抗制御方法は、更に、前記第３のパルス印加時間を
調整して前記フォーミング工程後の前記可変抵抗素子の抵抗値を制御することを第２の特
徴とする。
【００１８】
　上記第１又は第２の特徴の可変抵抗素子の抵抗制御方法は、更に、前記フォーミング工
程において、前記フォーミング電圧パルスを少なくとも前記可変抵抗素子が前記第２抵抗
変化状態から前記第３抵抗変化状態に変化するまで印加することを第３の特徴とする。
【００１９】
　上記第３の特徴の可変抵抗素子の抵抗制御方法は、更に、前記フォーミング工程におい
て、前記フォーミング電圧パルスの印加を、前記第３抵抗変化状態において前記可変抵抗
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素子の抵抗値が前記初期抵抗値に戻る手前で終了することを第４の特徴とする。
【００２０】
　上記何れかの特徴の可変抵抗素子の抵抗制御方法は、更に、前記初期抵抗値が低抵抗状
態であり、前記ピーク値が前記初期抵抗値より高抵抗状態であり、前記書き込み抵抗特性
が高抵抗特性を示し、前記消去抵抗特性が低抵抗特性を示すことを第５の特徴とする。
【００２１】
　上記何れかの特徴の可変抵抗素子の抵抗制御方法は、更に、前記書き込み電圧パルスの
印加電圧の絶対値が、前記消去電圧パルスの印加電圧の絶対値より高いことを第６の特徴
とする。
【００２２】
　上記何れかの特徴の可変抵抗素子の抵抗制御方法は、更に、前記可変抵抗素子は、Ｐｒ

１－ｘＣａｘＭｎＯ３（０＜ｘ＜１）を２つの電極間に挟持した２端子構造であることを
第７の特徴とする。
【００２３】
　上記第２の目的を達成するための本発明に係る不揮発性半導体記憶装置は、２端子構造
の可変抵抗素子を有するメモリセルを備えてなる不揮発性半導体記憶装置であって、上記
何れかの特徴の可変抵抗素子の抵抗制御方法の前記モノポーラスイッチング動作と前記フ
ォーミング工程における前記書き込み電圧パルスと前記消去電圧パルスと前記フォーミン
グ電圧パルスを前記メモリセルの前記可変抵抗素子の両端に印加可能な電圧パルス印加回
路を備えていることを第１の特徴とする。
【００２４】
　上記第１の特徴の不揮発性半導体記憶装置は、更に、前記メモリセルの前記可変抵抗素
子に対し前記フォーミング工程が実行され、前記モノポーラスイッチング動作が可能であ
ることを第２の特徴とする。
【００２５】
　上記第１または第２の特徴の不揮発性半導体記憶装置は、更に、前記メモリセルが、前
記可変抵抗素子と非線形素子の直列回路により構成されていることを第３の特徴とする。
【００２６】
　上記第１または第２の特徴の不揮発性半導体記憶装置は、更に、前記メモリセルが、前
記可変抵抗素子とダイオードの直列回路により構成された２端子構造であることを第４の
特徴とする。
【００２７】
　ところで、モノポーラスイッチング動作による可変抵抗素子の抵抗制御では、異なるパ
ルス幅の２種類の同極性の電圧パルスを用いて、一方の電圧パルス印加で可変抵抗素子の
抵抗値或いは抵抗特性を高抵抗状態に遷移させ、他方の電圧パルス印加で可変抵抗素子の
抵抗値或いは抵抗特性を低抵抗状態へ遷移させる。かかるモノポーラスイッチング動作が
可能であるためには、現象的には、一方の電圧パルスの印加時間と他方の電圧パルスの印
加時間の中間に、抵抗変化が反転する印加時間の臨界点があると考えられる。つまり、臨
界点を超えないパルス幅での電圧パルス印加で、抵抗値が低抵抗状態または高抵抗状態か
ら、逆の高抵抗状態または低抵抗状態に変化し、更に、臨界点を超えるパルス幅での電圧
パルス印加で、元の低抵抗状態または高抵抗状態に戻るという現象が生じる。結局、可変
抵抗素子の抵抗値を縦軸に、電圧パルスのパルス印加時間（対数表示）を横軸に取ると、
モノポーラスイッチング特性（モノポーラスイッチング動作が可能な可変抵抗状態）は、
図２４に模式的に示すような可変抵抗特性となる。
【００２８】
　本願の発明者の鋭意研究により、一部の可変抵抗体において、当該可変抵抗体を２つの
電極間に挟持してなる２端子構造の可変抵抗素子の可変抵抗特性が、製造後の初期状態で
は、図２４に模式的に示すモノポーラスイッチング特性とは異なる初期状態の可変抵抗特
性を示し、モノポーラスイッチング特性において電圧パルス印加直後から臨界点までの単
調な抵抗変化時間帯において、殆ど抵抗変化を示さないことが判明している。
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【００２９】
　図１０～図１２に、初期状態の可変抵抗特性とモノポーラスイッチング特性を重ねて表
示する。図１０～図１２では、初期状態の可変抵抗特性からモノポーラスイッチング特性
へと可変抵抗素子の可変抵抗特性を変化させるためのフォーミング電圧パルスの印加時間
が異なる。図１０～図１２に示すように、初期状態の可変抵抗特性もフォーミング電圧パ
ルスの印加時間が初期状態の臨界点までは、抵抗値が単調に変化し（図１０～図１２の例
では、単調に増加し）、初期状態の臨界点を超えてフォーミング電圧パルスを印加すると
、抵抗値は逆に変化して初期の抵抗状態に戻る（図１０参照）。ここで、フォーミング電
圧パルスの印加を初期の抵抗状態に戻る手前の臨界点との中間時点で止めると、その後の
モノポーラスイッチング特性が異なることが分かる。図１０～図１２に示す例では、フォ
ーミング電圧パルスの印加時間が初期状態の臨界点を超えて早い段階で停止すると、モノ
ポーラスイッチング特性の抵抗変化の変化幅が大きく、また、モノポーラスイッチング特
性の基準抵抗値が初期状態の可変抵抗特性のフォーミング電圧パルスの印加停止時の抵抗
値で規定されることが分かる。
【００３０】
　以上の図１０～図１２に示す実験結果より、同様のモノポーラスイッチング特性を呈す
る可変抵抗素子においては、モノポーラスイッチング動作における書き込み電圧パルスと
消去電圧パルスの各印加時間は、フォーミング電圧パルスの印加停止までの印加時間より
短くなることが分かる。尚、図１０～図１２に示す例では、書き込み動作は可変抵抗素子
を低抵抗状態から高抵抗状態へと遷移させる動作であり、消去動作は高抵抗状態から低抵
抗状態へと遷移させる動作である。これは、消去電圧パルスの印加時間が、フォーミング
電圧パルス印加前の初期状態の可変抵抗特性における臨界点の近傍にあることと、フォー
ミング電圧パルスの印加が初期状態の臨界点前で停止した場合は、その後の電圧パルスの
印加で初期状態の可変抵抗特性に沿った抵抗変化が継続して生じるため、可変抵抗素子が
モノポーラスイッチング特性に変化しきれていないことに基づく判断である。
【００３１】
　従って、上記第１の特徴の可変抵抗素子の抵抗制御方法によれば、フォーミング工程に
おいて、可変抵抗素子の製造後の初期状態からモノポーラスイッチング動作が可能な可変
抵抗状態へ可変抵抗素子を形成でき、その後のモノポーラスイッチング動作を安定して実
行できるようになる。
【００３２】
　また、上記第２の特徴の可変抵抗素子の抵抗制御方法によれば、モノポーラスイッチン
グ動作における可変抵抗素子の低抵抗状態と高抵抗状態の各抵抗値がフォーミング電圧パ
ルスのパルス印加時間で調整できるため、書き込みまたは消去動作において要求されるメ
モリセル電流の設計自由度が大きくなり、結果として高性能な可変抵抗素子の書き込みま
たは消去動作が可能となる。
【００３３】
　上記第３の特徴の可変抵抗素子の抵抗制御方法によれば、フォーミング工程において、
可変抵抗素子を確実にモノポーラスイッチング動作可能な可変抵抗特性に変化させること
ができる。
【００３４】
　上記第４の特徴の可変抵抗素子の抵抗制御方法によれば、フォーミング工程後のモノポ
ーラスイッチング動作における可変抵抗素子の低抵抗状態と高抵抗状態の抵抗値の差を十
分に確保でき、安定したモノポーラスイッチング動作とデータ読み出し動作時の動作マー
ジンを大きく確保できる。
【００３５】
　上記第５の特徴の可変抵抗素子の抵抗制御方法によれば、例えば、図１０～図１２に例
示すような製造後の初期状態の可変抵抗素子において、フォーミング工程後においてモノ
ポーラスイッチング動作が可能となる。
【００３６】
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　上記第６の特徴の可変抵抗素子の抵抗制御方法によれば、書き込み電圧パルスの印加時
間を短くでき、書き込み動作の高速化が図れる。
【００３７】
　上記第１または第２の特徴の不揮発性半導体記憶装置によれば、電圧パルス印加回路に
よって上記第１の特徴の可変抵抗素子の抵抗制御方法におけるフォーミング工程を適正に
実行できるため、フォーミング工程後においてモノポーラスイッチング動作可能な可変抵
抗素子が得られ、更に、電圧パルス印加回路によって適正なモノポーラスイッチング動作
が確実に実行されるため、モノポーラスイッチング動作可能な不揮発性半導体記憶装置が
提供可能となる。
【００３８】
　上記第３の特徴の不揮発性半導体記憶装置によれば、非線形素子をメモリセルの選択や
、或いは、メモリセルを流れる電流を制限したりする目的に利用でき、メモリセルをマト
リクス状に配列してメモリセルアレイを構成した場合の、メモリセルに対する書き込み、
消去、読み出し等のメモリ動作を特定のメモリセルに対して安定的に実現可能となる。
【００３９】
　上記第４の特徴の不揮発性半導体記憶装置によれば、ダイオードがメモリセル電流の整
流作用を有することから、メモリセルをクロスポイント型メモリセルアレイ構造とした場
合に、クロスポイント型メモリセルアレイに特有の回り込み電流を低減して安定したメモ
リ動作が可能となる。特に、メモリセルが一方向にのみメモリセル電流を流す構造であっ
ても、可変抵抗素子がモノポーラスイッチング動作可能であるため、書き込み及び消去動
作が可能である。
【発明を実施するための最良の形態】
【００４０】
　以下、本発明に係る不揮発性半導体記憶装置（以下、適宜「本発明装置」と略称する。
）、及び、本発明装置に使用される可変抵抗素子の抵抗制御方法（以下、適宜「本発明方
法」と略称する。）の実施形態を図面に基づいて説明する。
【００４１】
　図１に、本発明装置１０の一実施形態におけるブロック構成を示す。図１に示すように
、本発明装置１０は、メモリセルアレイ１１、ワード線デコーダ１２、ビット線デコーダ
１３、読み出し回路１４、制御回路１５、及び、電圧スイッチ回路１６を備えて構成され
る。
【００４２】
　メモリセルアレイ１１は、不揮発性のメモリセルを行方向及び列方向に夫々複数配列し
て構成され、外部からのアドレス入力で指定されるメモリセルに情報を電気的に書き込む
ことができ、更に、アドレス入力で指定されるメモリセルに記憶された情報を読み出すこ
とができる。より詳細には、アドレス線１７から入力されたアドレス信号に対応したメモ
リセルアレイ１１内の特定のメモリセルに情報が記憶され、その情報はデータ線１８を通
り、外部装置に出力される。
【００４３】
　更に詳細には、メモリセルアレイ１１は、電気抵抗の変化により情報を記憶する可変抵
抗素子を有する２端子構造のメモリセルを行方向及び列方向に夫々複数配列し、行方向に
延伸する複数のワード線と列方向に延伸する複数のビット線を備え、同一行のメモリセル
の夫々が、メモリセルの一端側を共通のワード線に接続し、同一列のメモリセルの夫々が
、メモリセルの他端側を共通のビット線に接続してなるクロスポイント型のメモリセルア
レイ構造を有している。尚、本実施形態におけるメモリセルとしては、可変抵抗素子の両
端に電気的ストレス（書き込み電圧パルスと消去電圧パルス）が印加されることで、可変
抵抗素子の電気抵抗が変化することにより、記憶データの書き換え（書き込み及び消去）
が可能に構成されているものを想定する。
【００４４】
　ワード線デコーダ１２は、アドレス線１７に入力された行選択用のアドレス信号に対応
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するメモリセルアレイ１１のワード線を選択ワード線として選択し、選択ワード線と選択
されなかった非選択ワード線に、書き込み、消去、読み出しの各メモリ動作に応じた選択
ワード線電圧と非選択ワード線電圧を各別に印加する。
【００４５】
　また、ワード線デコーダ１２は、メモリセルアレイ１１の各メモリセル中の可変抵抗素
子を製造後の初期状態からモノポーラスイッチング動作が可能な可変抵抗状態に形成する
ためのフォーミング工程におけるフォーミング電圧パルスの印加（フォーミング動作）時
におけるワード線の選択にも使用される。
【００４６】
　ビット線デコーダ１３は、アドレス線１７に入力された列選択用のアドレス信号に対応
するメモリセルアレイ１１のビット線を選択ビット線として選択し、選択ビット線と選択
されなかった非選択ビット線に、書き込み、消去、読み出しの各メモリ動作に応じた選択
ビット線電圧と非選択ビット線電圧を各別に印加する。
【００４７】
　また、ビット線デコーダ１３は、メモリセルアレイ１１の各メモリセル中の可変抵抗素
子を製造後の初期状態からモノポーラスイッチング動作が可能な可変抵抗状態に形成する
ためのフォーミング動作時におけるビット線の選択にも使用される。
【００４８】
　制御回路１５は、メモリセルアレイ１１の書き込み、消去、読み出しの各メモリ動作、
及び、フォーミング動作の制御を行う。制御回路１５は、アドレス線１７から入力された
アドレス信号、データ線１８から入力されたデータ入力（書き込み動作或いは書き換え動
作時）、制御信号線１９から入力された制御入力信号に基づいて、ワード線デコーダ１２
、ビット線デコーダ１３を制御して、メモリセルアレイ１１の読み出し、書き込み、消去
動作、及び、フォーミング動作を制御する。図１に示す例では、制御回路１５は、図示し
ないが一般的なアドレスバッファ回路、データ入出力バッファ回路、制御入力バッファ回
路としての機能を具備している。尚、フォーミング動作は、後述するように、所定のテス
トモードにおいて実行される。
【００４９】
　電圧スイッチ回路１６は、メモリセルアレイ１１の読み出し、書き込み、消去動作、及
び、フォーミング動作時に必要な選択ワード線電圧、非選択ワード線電圧、選択ビット線
電圧、非選択ビット線電圧をワード線デコーダ１２及びビット線デコーダ１３に与える。
Ｖｃｃは本発明装置１０の供給電圧（電源電圧）、Ｖｓｓは接地電圧、Ｖｅｅは消去用の
電圧、Ｖｐｐは書き込み用の電圧、Ｖｒは読み出し用の電圧である。
【００５０】
　データの読み出しは、メモリセルアレイ１１からビット線デコーダ１３、読み出し回路
１８を通って行われる。読み出し回路１８は、データの状態を判定し、その結果を制御回
路１５に送り、データ線１８へ出力する。
【００５１】
　図２に、クロスポイント型のメモリセルアレイ１１の部分的な構成を模式的に示す。図
２では、メモリセルアレイ１１は４本のビット線ＢＬ０～３と４本のワード線ＷＬ０～３
の交点にメモリセルＭが挟持されている。図３に、ビット線ＢＬの延伸方向に平行な垂直
断面でのメモリセルの断面図を示す。メモリセルＭとして、例えば、非特許文献１及び非
特許文献３に示す電気的ストレスによって抵抗変化するＰＣＭＯ、ＮｉＯ、ＴｉＯ等の遷
移金属酸化物の可変抵抗体２０からなる２端子構造の可変抵抗素子からなるメモリセル等
が想定される。図３に示す断面構造では、ビット線ＢＬとワード線ＷＬが、可変抵抗体２
０を挟持するメモリセル電極となっており、可変抵抗素子は可変抵抗体２０が２つの電極
間に挟持された３層構造となっている。また、メモリセルＭは、図４に示すように、上述
の遷移金属酸化物の可変抵抗体２０が２つの電極２１，２２の間に挟持された可変抵抗素
子２３とダイオード等の非線形な電流・電圧特性を有する非線形素子２４の直列回路から
なる２端子構造のメモリセルであってもよい。特に、非線形素子２４が整流特性を有する
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ダイオードの場合には、本実施形態の書き換え動作に使用するモノポーラスイッチング動
作との整合性が高く、クロスポイント型のメモリセルアレイ構造に起因する回り込み電流
の影響を抑制できる。
【００５２】
　次に、本実施形態において使用する可変抵抗素子のスイッチング特性について説明する
。尚、スイッチング特性とは、２端子構造の可変抵抗素子の両端子間に電圧パルスを印加
して可変抵抗素子の電気抵抗特性を、高抵抗状態と低抵抗状態の間に設定された２以上の
抵抗状態間で遷移させる場合の電圧パルスの印加条件と可変抵抗素子の抵抗状態の間の関
係をいう。ここで、可変抵抗素子の抵抗状態を、高抵抗状態から低抵抗状態に遷移させる
ために印加する電圧パルスの極性と、低抵抗状態から高抵抗状態に遷移させるために印加
する電圧パルスの極性が異なる場合の抵抗変化動作を、バイポーラスイッチング動作と称
し、両電圧パルスの極性が同じ場合の抵抗変化動作を、モノポーラスイッチング動作と称
する。以下の説明では、白金（Ｐｔ）からなる２つの電極間にＰＣＭＯで形成される可変
抵抗体を挟持した３層構造の可変抵抗素子の場合について説明する。
【００５３】
　図５に、上記３層構造の可変抵抗素子に対してバイポーラスイッチング動作を行った場
合のスイッチング特性を示す。可変抵抗素子の抵抗特性を低抵抗状態から高抵抗状態に遷
移させる書き込み電圧パルスの印加条件は、電圧が＋３．５Ｖ、パルス幅（パルス印加時
間）が２μｓで、可変抵抗素子の抵抗特性を高抵抗状態から低抵抗状態に遷移させる消去
電圧パルスの印加条件は、電圧が－３．５Ｖ、パルス幅（パルス印加時間）が１μｓであ
り、安定したスイッチング特性が得られている。
【００５４】
　次に、上記３層構造の可変抵抗素子に対してモノポーラスイッチング動作を行う場合の
スイッチング特性について説明する。モノポーラスイッチング動作では、可変抵抗素子の
抵抗特性を低抵抗状態から高抵抗状態に遷移させる書き込み電圧パルスと、可変抵抗素子
の抵抗特性を高抵抗状態から低抵抗状態に遷移させる消去電圧パルスとして、電圧極性が
同極性でパルス幅の異なる２種類の電圧パルスを使用する。本実施形態では、可変抵抗素
子の製造後の初期状態での抵抗特性が低抵抗状態であるため、可変抵抗素子の抵抗特性が
、所定のパルス幅の書き込み電圧パルスの印加で高抵抗状態となり、書き込み電圧パルス
より長いパルス幅で同極性の消去電圧パルスの印加で元の低抵抗状態に戻るモノポーラス
イッチング特性である。
【００５５】
　以下、安定したモノポーラスイッチング特性を得るために製造後の初期状態の可変抵抗
素子に対してフォーミング動作を行う必要性について説明する。
【００５６】
　図６に、製造後の初期状態の可変抵抗素子に対して、同一極性の電圧値＋３．５Ｖの電
圧パルスを累積的に印加した場合のパルス印加時間と可変抵抗素子の抵抗値を測定した結
果を示す。図６に示すように、初期状態の可変抵抗特性では、パルス印加時間が１０μｓ
付近で抵抗値がピーク値（極大値）を示し、その後、パルス印加時間の増加に伴い、抵抗
値が低下することが分かる。従って、図６に示す初期状態の可変抵抗特性をモノポーラス
イッチング動作に使用するとすれば、書き込み電圧パルスのパルス幅を可変抵抗素子の抵
抗値がピーク値付近となるパルス印加時間（抵抗変化が反転するパルス印加時間の臨界点
）付近に設定し、消去電圧パルスのパルス幅を可変抵抗素子の抵抗値が初期の抵抗値に戻
るパルス印加時間付近に設定する必要がある。そして、上記設定の書き込み電圧パルスと
消去電圧パルスを同じ可変抵抗素子に交互に印加することでモノポーラスイッチング動作
が可能であると推定される。
【００５７】
　次に、図７に、図６に示す初期状態の可変抵抗特性を示した可変抵抗素子に対して、２
回繰り返して、同一極性の電圧値＋４Ｖの電圧パルスを累積的に印加した場合のパルス印
加時間と可変抵抗素子の抵抗値を測定した結果を示す。図７より、一旦初期状態の可変抵
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抗素子に対して図６に示す電圧パルスの印加を行った後では、同様の可変抵抗特性を示さ
ないことが分かる。つまり、抵抗値がピーク値を示す臨界点が早くなり（１０μｓ付近か
ら３μｓ付近に移動）、当該ピーク値も低抵抗となっている。また、図７に示す１回目と
２回目の電圧パルスを累積的印加では、臨界点及びピーク値に大きな変化はない。更に、
図７において、電圧パルス印加前の低抵抗状態に戻るのに要するパルス印加時間は、図６
に示す初期状態の可変抵抗特性における臨界点付近である。つまり、図６に示す初期状態
の可変抵抗特性と、図７に示す一旦電圧パルスを印加されて初期の抵抗状態に戻った抵抗
素子の可変抵抗特性が大きく異なるため、初期状態の可変抵抗特性は、そのままでは、モ
ノポーラスイッチング動作に使用できないことが分かる。また、図７に示す可変抵抗特性
では、図６に示す初期状態の可変抵抗特性と異なり、短いパルス幅の電圧パルス印加でも
抵抗値の変化が開始するため、書き込み電圧パルスのパルス幅の短縮が可能となる。
【００５８】
　従って、図７に示す可変抵抗特性をモノポーラスイッチング動作に使用するとすれば、
書き込み電圧パルスのパルス幅を可変抵抗素子の抵抗値がピーク値付近となる臨界点の３
μｓ付近に設定し、消去電圧パルスのパルス幅を可変抵抗素子の抵抗値が低抵抗状態に戻
るパルス印加時間付近の１０μｓ付近に設定すればよいことが分かる。つまり、図６に示
す可変抵抗素子の初期状態の可変抵抗特性を、図７に示す安定したモノポーラスイッチン
グ特性に形成するためのフォーミング動作として、製造後の初期状態において、書き込み
電圧パルス及び消去電圧パルスと同極性のフォーミング電圧パルスを、図６に示す初期状
態の可変抵抗特性における臨界点を超えて印加する必要がある。
【００５９】
　次に、フォーミング動作で使用するフォーミング電圧パルスのパルス幅（パルス印加時
間）と、フォーミング動作後のモノポーラスイッチング特性の関係について調べた結果を
、図８と図９に示す。図８は、横軸にフォーミング電圧パルスのパルス幅を取り、縦軸に
、初期状態、フォーミング動作後、１回目の書き込み動作後、１回目の消去動作後、２回
目の書き込み動作後の夫々における可変抵抗素子の抵抗値を示す。図９に、図８に示す測
定結果を、横軸に、初期状態、フォーミング動作後、１回目の書き込み動作後、１回目の
消去動作後、２回目の書き込み動作後の各状態を設定し、縦軸を抵抗値とし、フォーミン
グ電圧パルスのパルス幅をパラメータとして可変抵抗素子の抵抗値を示す。図８及び図９
に示す測定では、２μｓ、２０μｓ、４０μｓ、５０μｓ、６０μｓ、１００μｓ、２０
０μｓの７種類の異なるパルス幅で電圧値が３．５Ｖのフォーミング電圧パルス、パルス
幅が３００ｎｓで電圧値が４Ｖの書き込み電圧パルス、及び、パルス幅が３μｓで電圧値
が３．５Ｖの消去電圧パルスを用いた。
【００６０】
　図８と図９より、フォーミング動作後の抵抗値と、１回目の消去動作後の抵抗値が、フ
ォーミング電圧パルスのパルス幅が２μｓの場合を除いて一致していることが分かる。ま
た、フォーミング動作後の抵抗値は、フォーミング電圧パルスのパルス幅が、２μｓの場
合を除いて、短い方が高くなっていることが分かる。つまり、フォーミング動作によって
安定したモノポーラスイッチング特性が得られ、しかも、モノポーラスイッチング特性の
低抵抗状態での可変抵抗素子の抵抗値は、フォーミング動作後の抵抗値によって決定でき
、その抵抗値をフォーミング電圧パルスのパルス幅によって制御可能であることが分かる
。図８と図９において、フォーミング電圧パルスのパルス幅が２μｓの場合において、フ
ォーミング動作後の抵抗値と１回目の消去動作後の抵抗値が一致していない理由は、パル
ス幅２μｓのフォーミング電圧パルスでは、フォーミング動作が十分に完了していないた
めである。つまり、２回目の書き込み動作において、抵抗値がまだ増加傾向にあるため、
フォーミング動作の未だ完了していないと考えられる。このことは、図６に示す初期状態
の可変抵抗特性の臨界点が１０μｓ付近にあることから説明できる。
【００６１】
　更に、フォーミング電圧パルスのパルス幅と、フォーミング動作後のモノポーラスイッ
チング特性の関係について調べた結果を、図１０～図１２に示す。図１０～図１２では、
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フォーミング動作時の可変抵抗特性と、フォーミング動作後に繰り返して電圧パルスを累
積的に印加した場合の可変抵抗特性（モノポーラスイッチング特性）を、夫々示している
。図１０は、フォーミング電圧パルスのパルス印加時間が５０μｓの時点でフォーミング
動作を終了した場合、図１１は、フォーミング電圧パルスのパルス印加時間が１５μｓの
時点でフォーミング動作を終了した場合、図１２は、フォーミング電圧パルスのパルス印
加時間が８μｓの時点でフォーミング動作を終了した場合を、夫々示している。尚、図８
と図９では、フォーミング電圧パルスと消去電圧パルスの電圧値が３．５Ｖと、書き込み
電圧パルスの電圧値の４Ｖより０．５Ｖ低電圧であったが、図１０～図１２では、印加す
る全ての電圧パルスの電圧値は同じ４Ｖに設定することで、印加する電圧値の差の影響を
排除して、純粋にフォーミング電圧パルスのパルス幅の影響を調べることができる。
【００６２】
　図１０～図１２に示す測定結果より、図８と図９に示す結果と同様に、フォーミング動
作後の抵抗値と１回目の消去動作後の抵抗値が一致していること、また、フォーミング動
作後の抵抗値が、フォーミング電圧パルスのパルス幅の短い方が高くなることが分かる。
この結果、フォーミング動作によって安定したモノポーラスイッチング特性が得られ、し
かも、モノポーラスイッチング特性の低抵抗状態での可変抵抗素子の抵抗値は、フォーミ
ング動作後の抵抗値によって決定でき、その抵抗値をフォーミング電圧パルスのパルス幅
によって制御可能であることが分かる。
【００６３】
　ところで、図８～図１２に示す測定結果より、フォーミング電圧パルスのパルス幅が長
過ぎると、低抵抗状態と高抵抗状態の抵抗比を大きく取れないため、フォーミング電圧パ
ルスのパルス幅は、フォーミング動作後の抵抗値が製造後の初期状態の抵抗値にまで戻ら
ない程度の短いパルス幅に抑えておく必要がある。
【００６４】
　次に、図１３に、５０μｓのパルス幅で電圧値が３．５Ｖのフォーミング電圧パルスに
よるフォーミング動作後のモノポーラスイッチング動作を、３００ｎｓのパルス幅で電圧
値が４Ｖの書き込み電圧パルス、及び、３μｓのパルス幅で電圧値が３．５Ｖの消去電圧
パルスを用いて繰り返し実行した場合のモノポーラスイッチング特性を示す。図１３より
、適正なフォーミング電圧パルスによるフォーミング動作後は、安定したモノポーラスイ
チング動作が継続して可能なことが分かる。
【００６５】
　更に、図１４に、５０μｓのパルス幅で電圧値が－３．５Ｖのフォーミング電圧パルス
によるフォーミング動作後のモノポーラスイッチング動作を、３００ｎｓのパルス幅で電
圧値が－４Ｖの書き込み電圧パルス、及び、３μｓのパルス幅で電圧値が－３．５Ｖの消
去電圧パルスを用いて繰り返し実行した場合のモノポーラスイッチング特性を示す。図１
４より、各電圧パルスの電圧値が負極性の場合でも、各電圧パルスが同一極性であれば、
適正なフォーミング電圧パルスによるフォーミング動作後は、安定したモノポーラスイチ
ング動作が継続して可能なことが分かる。
【００６６】
　次に、図６に示すような初期状態の可変抵抗特性を呈する可変抵抗素子に対する本発明
方法によるフォーミング動作の処理手順の一例について、図１５に示すフローチャートを
参照して説明する。尚、フォーミング動作の対象となる可変抵抗素子は、図１に示すメモ
リセルアレイ１１内のメモリセル中の可変抵抗素子である。以下の説明では、メモリセル
アレイ１１内の或る１本乃至複数本のワード線に接続する全てのメモリセルがフォーミン
グ動作の対象として選択される場合を想定し、所定のテストモードにおいて、本発明装置
１０の制御回路１５に対して、フォーミング動作の制御を外部のメモリテスタから行うも
のとする。フォーミング動作をメモリセル単位で行わずに、所定本数のワード線単位で行
うのは、フォーミング動作中に、フォーミング動作の対象外の他のメモリセルに対して不
用意且つ不適正なフォーミング動作が行われるのを排除するためである。フォーミング電
圧パルスの印加は、メモリセルアレイ１１内の全てのビット線を接地電圧Ｖｓｓとし、選
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択ワード線にフォーミング電圧パルスを印加し、非選択のワード線は接地電圧Ｖｓｓとす
る。これにより、選択されたメモリセルにのみフォーミング電圧パルスが印加され、その
他のメモリセルには電圧が印加されずに中途半端なフォーミング動作が禁止される。
【００６７】
　先ず、初回のフォーミング動作の対象となる１本乃至複数本のワード線を選択して（ス
テップ＃１０）、フォーミング電圧パルスを所定のパルス幅（例えば、１００ｎｓ）で印
加し（ステップ＃１１）、フォーミング電圧パルスの印加毎に各可変抵抗素子の抵抗値を
測定して、テスタ側で記憶する（ステップ＃１２）。テスタ側では、各可変抵抗素子の抵
抗値が１回前の印加時の抵抗値より低下したか否かを判定するとともに、モノポーラスイ
ッチング特性における低抵抗状態の抵抗値を設定するための所定の基準抵抗値に到達した
かを判定する（ステップ＃１３）。ここで、ステップ＃１２で測定した可変抵抗素子の抵
抗値が１回前の印加時に測定した抵抗値より低下していないか、或いは、基準抵抗値より
高いフォーミング未完了のメモリセルが存在する場合は、ステップ＃１２で測定した可変
抵抗素子の抵抗値が、１回前の印加時に測定した抵抗値より低下しており、且つ、基準抵
抗値以下のフォーミング完了のメモリセルについてはフォーミング電圧パルスを中止し、
その余のフォーミング未完了のメモリセルに対し、引き続いてステップ＃１１のフォーミ
ング電圧パルスの印加を続ける。ステップ＃１３の判定で、選択ワード線に接続する全て
のメモリセルについて、ステップ＃１２で測定した可変抵抗素子の抵抗値が１回前の印加
時に測定した抵抗値より低下している場合には、フォーミング電圧パルスのパルス幅を初
期のパルス幅より増加させ、例えば、１μｓとする。選択ワード線に接続する全てのメモ
リセルの可変抵抗素子について、ステップ＃１２で測定した抵抗値が、１回前の印加時に
測定した抵抗値より低下しており、且つ、基準抵抗値以下となると、つまり、フォーミン
グ完了となると、選択ワード線がフォーミング動作の最後のワード線か否かを判定し（ス
テップ＃１４）、最後のワード線でない場合は、選択ワード線を非選択とし、次のワード
線を選択して（ステップ＃１５）、ステップ＃１１に戻る。ステップ＃１４において、選
択ワード線がフォーミング動作の最後のワード線と判定されると、メモリセルアレイ１１
全体のフォーミング動作が完了したと判断して、フォーミング動作を終了する。
【００６８】
　引き続き、例えば、フォーミング動作中に抵抗変化の最も早かったメモリセルと最も遅
かったメモリセルに対して、書き込み電圧パルスを所定のパルス幅（例えば、１００ｎｓ
）で印加し（ステップ＃１６）、書き込み電圧パルスの印加毎に各可変抵抗素子の抵抗値
を測定して、テスタ側で記憶する（ステップ＃１７）。テスタ側では、各可変抵抗素子の
抵抗値が１回前の印加時の抵抗値より低下したか否かを判定するとともに、モノポーラス
イッチング特性における低抵抗状態の抵抗値を設定するための所定の基準抵抗値に到達し
たかを判定し（ステップ＃１８）、ステップ＃１６の処理に選択されたメモリセルが所定
の基準抵抗値に到達するまで、ステップ＃１６とステップ＃１７の処理を繰り返し、フォ
ーミング動作後のモノポーラスイッチング特性における臨界点と、基準抵抗値に到達する
までのパルス印加時間を求める（ステップ＃１９）。更に、消去電圧パルスを所定のパル
ス幅（例えば、１００ｎｓ）で印加し（ステップ＃２０）、消去電圧パルスの印加毎に各
可変抵抗素子の抵抗値を測定して、テスタ側で記憶する（ステップ＃２１）。テスタ側で
は、各可変抵抗素子の抵抗値が１回前の印加時の抵抗値より低下したか否かを判定すると
ともに、モノポーラスイッチング特性における低抵抗状態の抵抗値を設定するための所定
の基準抵抗値に到達したかを判定し（ステップ＃２２）、ステップ＃２０の処理に選択さ
れたメモリセルが所定の基準抵抗値に到達するまで、ステップ＃２０とステップ＃２１の
処理を繰り返し、フォーミング動作後のモノポーラスイッチング特性における臨界点と、
基準抵抗値に到達するまでのパルス印加時間を求める（ステップ＃２３）。臨界点と基準
抵抗値に到達するまでのパルス印加時間の結果より、書き込み電圧パルスのパルス幅をス
テップ＃１７で測定した臨界点（例えば、最小値または平均値）付近に、また、消去電圧
パルスのパルス幅をステップ＃２１で測定した基準抵抗値に到達するまでのパルス印加時
間（例えば、最大値または平均値）付近に設定する。尚、当該設定値は、制御回路１５内
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に記憶され、テストモードを終了する（ステップ＃２４）。
【００６９】
　以上のフォーミング動作により、メモリセルアレイ１１内の全てのメモリセルに対する
フォーミング動作が完了して、同じ低抵抗状態に統一されたモノポーラスイッチング動作
可能なメモリセルが形成される。
【００７０】
　尚、メモリセルアレイ１１内のメモリセルの可変抵抗特性がある程度均一である場合に
は、上記処理手順を例えば一本の選択ワード線についてのみ実行して、基準抵抗値に到達
するのに必要なフォーミング電圧パルスのパルス幅を調べて、残りのワード線については
、当該パルス幅での１回のフォーミング電圧パルスの印加でフォーミング動作を終了する
ようにしてもよい。或いは、テスト用のメモリセルで基準抵抗値に到達するのに必要なフ
ォーミング電圧パルスのパルス幅を調べて、全てのワード線について、当該パルス幅での
１回のフォーミング電圧パルスの印加でフォーミング動作を終了するようにしてもよい。
更に、書き込み電圧パルス及び消去電圧パルスの各パルス幅の設定に用いるためのフォー
ミング動作後のモノポーラスイッチング特性における臨界点と、基準抵抗値に到達するま
でのパルス印加時間の測定も、テスト用のメモリセルで行うようにしてもよい。
【００７１】
　次に、上記要領でフォーミング動作を終了したクロスポイント型メモリセルアレイの各
メモリ動作時の電圧印加条件を４行×４列のメモリセルアレイを例に説明する。以下の説
明では、メモリ動作対象の選択メモリセルをメモリセルＭ２２とする。
【００７２】
　書き込み動作時の電圧印加条件は、図１６に示すように、選択ビット線ＢＬ２に書き込
み電圧Ｖｐｐ、非選択ビット線ＢＬ０、ＢＬ１、ＢＬ３に書き込み電圧Ｖｐｐの２分の１
の書き込み抑止電圧Ｖｐｐ／２、選択ワード線ＷＬ２に接地電圧Ｖｓｓ、非選択ワード線
ＷＬ０、ＷＬ１、ＷＬ３に上記書き込み抑止電圧Ｖｐｐ／２を、夫々印加する。その結果
、選択メモリセルＭ２２の両端には書き込み電圧Ｖｐｐが、選択ビット線ＢＬ２及び選択
ワード線ＷＬ２に接続する非選択メモリセル（以下、適宜「半非選択メモリセル」と称す
）には、書き込み抑止電圧Ｖｐｐ／２が夫々印加され、その他の非選択メモリセル（以下
、適宜「完全非選択メモリセル」と称す）には、電圧が印加されない。ここで、メモリセ
ルの書き込みに必要な書き込み電圧（絶対値）の下限値を書き込み抑止電圧Ｖｐｐ／２（
絶対値）より高くなるように設定することで、半非選択メモリセルの書き込みを抑止でき
る。ここで、選択メモリセルＭ２２への書き込み電圧Ｖｐｐの印加時間は、上記フォーミ
ング動作後に設定された書き込み電圧パルスのパルス幅で制御される。
【００７３】
　消去動作時の電圧印加条件は、図１７に示すように、印加電圧が書き込み電圧Ｖｐｐか
ら消去電圧Ｖｅｅに、また、書き込み抑止電圧Ｖｐｐ／２から消去抑止電圧Ｖｅｅ／２に
変更になり、選択メモリセルＭ２２への消去電圧Ｖｐｐの印加時間が、書き込み電圧Ｖｐ
ｐの印加時間より長い上記フォーミング動作後に設定された消去電圧パルスのパルス幅で
制御される点が異なるだけで、その他は書き込み動作時の電圧印加条件と同じである。
【００７４】
　読み出し動作時の電圧印加条件は、図１８に示すように、全てのビット線ＢＬ０～３に
読み出し電圧Ｖｒ、選択ワード線ＷＬ２に接地電圧Ｖｓｓ、非選択ワード線ＷＬ０、ＷＬ
１、ＷＬ３に読み出し電圧Ｖｒを夫々印加する。各ビット線ＢＬ０～３には、選択ワード
線ＷＬ２上の各メモリセルに対応する読み出し電流が、ワード線単位で夫々流れるので、
選択ビット線ＢＬ２の読み出し電流を選択的に検出することで、選択メモリセルＭ２２の
データが読み出せる。尚、選択ワード線ＷＬ２上の各メモリセルには読み出し電圧Ｖｒが
印加されるが、当該電圧で不要な書き込み動作や消去動作が生じないように、読み出し電
圧Ｖｒ（絶対値）は書き込み抑止電圧Ｖｐｐ／２及び消去抑止電圧Ｖｅｅ／２以下に設定
する。
【００７５】
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　次に、本発明装置の別実施形態について説明する。
　〈１〉上記実施形態では、メモリセルを構成する可変抵抗素子として、白金（Ｐｔ）か
らなる２つの電極間にＰＣＭＯで形成される可変抵抗体を挟持した３層構造の可変抵抗素
子を例に、詳細な説明を行ったが、可変抵抗素子は、同一極性の電圧パルスを累積的に印
加した場合に、抵抗変化が一方向に進行してピーク値（極大値または極小値）に到達した
後に、電圧パルス印加前の抵抗値に戻るというモノポーラスイッチング動作可能な可変抵
抗特性を有し、当該可変抵抗特性がフォーミング動作の前後で変化する特性を有する可変
抵抗素子に適用できる。従って、可変抵抗体の材料は、ＰＣＭＯに限定されるものではな
い。また、電極材料も白金に限定されるものではない。更に、可変抵抗素子の初期状態で
の抵抗状態は、必ずしも低抵抗状態に限定されるものではなく、高抵抗状態であってもよ
い。
【００７６】
　〈２〉上記実施形態では、可変抵抗素子の抵抗特性が低抵抗状態から高抵抗状態に遷移
する場合を書き込み動作、その逆に、可変抵抗素子の抵抗特性が高抵抗状態から低抵抗状
態に遷移する場合を消去動作と規定したが、書き込み動作及び消去動作の定義は交替して
も構わない。
【００７７】
　〈３〉上記実施形態では、書き込み電圧パルスＶｐｐと消去電圧パルスＶｅｅの電圧値
が異なる場合を想定して、フォーミング動作の処理手順の一例について説明したが（図１
５参照）、書き込み電圧パルスＶｐｐと消去電圧パルスＶｅｅの電圧値が同じ設定の場合
には、当該処理手順におけるステップ＃２０～＃２３は省略することができる。
【００７８】
　〈４〉上記実施形態では、２端子構造のメモリセルを想定し、クロスポイント型のメモ
リセルアレイ１１について説明したが、本発明方法は、図１９に例示する可変抵抗素子２
３と選択トランジスタ２５（非線形素子の他の一例）が直列に接続した３端子構造のメモ
リセルを行方向及び列方向に夫々複数配列したメモリセルアレイにも適用可能である。こ
の場合、同一行のメモリセルの夫々が、選択トランジスタのゲートを共通のワード線ＷＬ
に接続し、同一列のメモリセルの夫々が、可変抵抗素子と選択トランジスタの直列回路の
一端を共通のビット線ＢＬに接続し、各メモリセルの当該直列回路の他端側が共通のソー
ス線ＳＬに接続したメモリセルアレイ構成となる。
【００７９】
　〈５〉上記実施形態では、メモリセルアレイ１１は、メモリセルを行方向及び列方向に
夫々複数配列した２次元的構造であったが、図２０に示すように、２次元的なメモリセル
アレイを基板に垂直方向に積層してなる３次元構造であってもよい。
【００８０】
　〈６〉上記実施形態では、フォーミング動作において、フォーミング動作の対象となる
メモリセルをワード線単位に選択して、選択されたワード線にフォーミング電圧パルスを
印加する場合を説明したが、フォーミング動作の対象となるメモリセルをビット線単位に
選択して、ワード線を接地電圧Ｖｓｓとして選択されたビット線にフォーミング電圧パル
スを印加するようにしてもよい。
【００８１】
　〈７〉上記実施形態で例示した、フォーミング動作及び各メモリ動作における電圧印加
条件は一例であり、本発明の内容を限定するものではなく、適宜変更可能である。
【産業上の利用可能性】
【００８２】
　本発明は、不揮発性半導体記憶装置に利用可能であり、特に、モノポーラスイッチング
動作可能な可変抵抗素子を備えたメモリセルを行方向及び列方向に夫々複数配列したメモ
リセルアレイを有する不揮発性半導体記憶装置に利用可能であり、メモリセルの安定した
モノポーラスイッチング動作の実現に有用である。
【図面の簡単な説明】
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【００８３】
【図１】本発明に係る不揮発性半導体記憶装置の一実施形態における概略の回路構成例を
示すブロック図
【図２】クロスポイント型のメモリセルアレイの部分的な構成を模式的に示す斜視図
【図３】図２に示すクロスポイント型メモリセルアレイにおける２端子構造のメモリセル
の一例を示す垂直断面図
【図４】図２に示すクロスポイント型メモリセルアレイにおける２端子構造のメモリセル
の他の一例を示す垂直断面図と等価回路図
【図５】２つの電極間にＰＣＭＯを挟持した３層構造の可変抵抗素子に対してバイポーラ
スイッチング動作を行った場合のスイッチング特性を示す図
【図６】製造後の初期状態の可変抵抗素子に対して同一極性の電圧パルスを累積的に印加
した場合のパルス印加時間と可変抵抗素子の抵抗値を測定した結果を示す図
【図７】図６に示す初期状態の可変抵抗特性を示した可変抵抗素子に対して追加的に同一
極性の電圧パルスを累積的に印加した場合のパルス印加時間と可変抵抗素子の抵抗値を測
定した結果を示す図
【図８】フォーミング電圧パルスのパルス印加時間とモノポーラスイッチング特性の関係
を示す特性図
【図９】フォーミング電圧パルスのパルス印加時間とモノポーラスイッチング特性の関係
を示す特性図
【図１０】フォーミング電圧パルスのパルス印加時間とモノポーラスイッチング特性の関
係を示す特性図
【図１１】フォーミング電圧パルスのパルス印加時間とモノポーラスイッチング特性の関
係を示す特性図
【図１２】フォーミング電圧パルスのパルス印加時間とモノポーラスイッチング特性の関
係を示す特性図
【図１３】本発明に係る可変抵抗素子の抵抗制御方法によるフォーミング動作に後の安定
したモノポーラスイッチング動作を示す図
【図１４】本発明に係る可変抵抗素子の抵抗制御方法によるフォーミング動作に後の安定
したモノポーラスイッチング動作を示す図
【図１５】本発明に係る可変抵抗素子の抵抗制御方法によるフォーミング動作の処理手順
の一例を示すフローチャート
【図１６】４行×４列のクロスポイント型メモリセルアレイにおける書き込み動作時の電
圧印加条件の一例を示す等価回路図
【図１７】４行×４列のクロスポイント型メモリセルアレイにおける消去動作時の電圧印
加条件の一例を示す等価回路図
【図１８】４行×４列のクロスポイント型メモリセルアレイにおける読み出し動作時の電
圧印加条件の一例を示す等価回路図
【図１９】３端子構造のメモリセルの一例を示す垂直断面図と等価回路図
【図２０】３次元構造のクロスポイント型のメモリセルアレイの部分的な構成を模式的に
示す等価回路図
【図２１】従来の可変抵抗素子のスイッチング特性を示す特性図
【図２２】従来の可変抵抗素子のスイッチング特性を示す特性図
【図２３】従来の可変抵抗素子を多値メモリに応用した場合の多値レベルの範囲を示す説
明図
【図２４】可変抵抗素子のモノポーラスイッチング特性を模式的に示す特性図
【符号の説明】
【００８４】
　１０：　本発明に係る不揮発性半導体記憶装置
　１１：　メモリセルアレイ
　１２：　ワード線デコーダ
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　１３：　ビット線デコーダ
　１４：　読み出し回路
　１５：　制御回路
　１６：　電圧スイッチ回路
　１７：　アドレス線
　１８：　データ線
　１９：　制御信号線
　２０：　可変抵抗体
　２１，２２：　電極
　２３：　可変抵抗素子
　２４：　非線形素子、ダイオード
　２５：　非線形素子、選択トランジスタ
　ＢＬ、ＢＬ０～ＢＬ３：　ビット線
　Ｍ、Ｍ００～Ｍ３３：　メモリセル
　ＳＬ：　ソース線
　Ｖｃｃ：　供給電圧（電源電圧）
　Ｖｅｅ：　消去電圧
　Ｖｅｅ／２：　消去抑止電圧
　Ｖｐｐ：　書き込み電圧
　Ｖｐｐ／２：　書き込み抑止電圧
　Ｖｒ：　読み出し電圧
　Ｖｓｓ：　接地電圧
　ＷＬ、ＷＬ０～ＷＬ３：　ワード線
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